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令和５年度 第２回 埼玉県地域保健医療計画推進協議会 次第 

 

 

  日時：令和５年８月３０日（水） 

     １７：３０～１９：００ 

  場所：埼玉会館ラウンジ 

※Ｗｅｂ会議と併用 

１ 開 会 

 

 

２ あいさつ 

 

 

３ 議 事 

（１）埼玉県地域保健医療計画（第８次）について 

  ・ 第８次計画の骨子案について 

  ・ 第８次計画の指標案について 

（２）地域医療介護総合確保基金（医療分）について 

（３）その他 

 

４ 閉 会 
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任期：R4.12.1～R6.11.30R4.12.1～R6.11.30

1 伊藤
イ ト ウ

　誠一
セイイチ

一般社団法人埼玉県食品衛生協会　検査センター所長

2 上木
ウ エ キ

　雄二
ユ ウ ジ

社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会　副会長 Web

3 奥山
オクヤマ

　秀
シュウ

埼玉県国民健康保険団体連合会　常務理事

4 勝村
カツムラ

　直久
ナオヒサ

公益財団法人埼玉県健康づくり事業団　専務理事

5 久保
クボ

　彰子
アキコ

女子栄養大学　准教授 Web

6 佐々木
ササキ

　賢治
ケンジ

一般社団法人埼玉県介護支援専門員協会　理事 Web

7 佐藤
サ ト ウ

　啓子
ケ イ コ

公益社団法人埼玉県看護協会　専務理事 新任

8 柴田
シ バ タ

　潤一郎
ジュンイチロウ

全国健康保険協会埼玉支部　支部長 御欠席

9 髙橋
タカハシ

　茂雄
シ ゲ オ

一般社団法人埼玉県医師会母子保健委員会　委員長 Web

10 中村
ナカムラ

　勝文
カツフミ

一般社団法人埼玉県歯科医師会　副会長 Web

11 南本
ナンモト

　浩之
ヒロユキ

公益社団法人埼玉県理学療法士会　会長 Web

12 畑中
ハタナカ

　典子
ノリコ

一般社団法人埼玉県薬剤師会　副会長

13 林
ハヤシ

　　文明
フミ アキ

一般社団法人埼玉県精神科病院協会　会長 Web

14 原澤
ハラサワ

　　茂
シゲル

埼玉県病院団体協議会代表者会議　役員（一般社団法人日本病院会埼玉県支部　支部長）

15 樋口　京子
ヒグチ　　　キョウコ

埼玉県食生活改善推進員団体連絡協議会　副会長

16 廣澤
ヒロサワ

　信作
シンサク

一般社団法人埼玉県医師会　副会長

17 別所
ベ ッ シ ョ

　正美
マ サ ミ

学校法人埼玉医科大学　名誉学長・副理事長 Web

18 増尾
マ ス オ

　　猛
タケシ

健康保険組合連合会埼玉連合会　事務局長 Web

19 宮﨑
ミヤザキ

　香理
カ オ リ

公益社団法人埼玉県介護老人保健施設協会　理事 Web

20 村田
ム ラ タ

　朝子
ア サ コ

恩賜財団母子愛育会埼玉県支部　支部長

特 岡
オカ

　明
アキラ 埼玉県立小児医療センター　病院長

（埼玉県地域保健医療計画推進協議会　小児医療部会長）

特 直江
ナオエ

　康孝
ヤスタカ 川口市立医療センター　副病院長・救命救急センター長

（埼玉県地域保健医療計画推進協議会　災害時医療部会長）
Web

（五十音順　敬称略　令和5年8月1日現在）

埼玉県地域保健医療計画推進協議会委員名簿

番号 氏名 役職 備考
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令和５年度第２回埼玉県地域保健医療計画推進協議会 座席表

廣澤会長 原澤委員

【Ｗｅｂ参加】
・委員１１名
・傍聴者
・関係各課

埼玉会館２階ラウンジ 令和５年８月３０日（水）17：30～19：00
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令和５年度地域医療介護総合確保基金（医療分）計画（１）
１ 基金制度の概要
 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（令和７年）を見据え、医療・介護サービスの提供体制の改

革を推進するため、消費税増税分等を活用した基金を都道府県に創設。
都道府県が作成する計画に基づき事業を実施。（基金負担割合 国：２／３ 都道府県：１／３）

 基金の事業区分（事業区分間の流用は不可）
・区分Ⅰ−１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
・区分Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業
・区分Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業
・区分Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

２【令和５年度】基金の内示
令和５年度における基金活用額を基に、これまでに造成した基金残高も踏まえて、国に令和５年度基金

を要望したところ、令和５年８月３日付で下表のとおり内示。

区分Ⅰ−１ 区分Ⅱ 区分Ⅳ 区分Ⅵ 総額
要望額（A） 0 125,167 1,373,624 28,728 1,527,519
内示額（B） 0 123,913 1,359,882 28,728 1,512,523

内示差額（B-A） 0 △1,254 △13,742 0 △14,996

（単位：千円）

※ 区分Ⅰ−１及び内示差は、過年度積立基金を活用して事業実施

資料４
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３ 令和５年度における基金活用事業
基金事業名 概要 基金活用額

（予定）

Ⅰ−１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 451,896
1 病床の機能分化・連携を促進するための基盤整備事業 回復期病床の整備に必要な経費の助成や地域医療構想アドバイザーの派遣などを実施 279,898
2 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科保健医療の推進事業 入院患者の歯科保健状況評価、地域在宅歯科医療推進拠点の運営 171,998

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 125,167
3 地域包括ケア推進のための在宅医療提供体制充実支援事業 在宅医療を実施する医師を養成するための研修の実施、郡市医師会によるＡＣＰ普及啓発・研修の開催 31,929
4 精神障害に対応したアウトリーチ事業 精神科医療機関に多職種チームを設置し、精神障害に対応した訪問支援の実施 28,528
5 訪問看護の促進、人材確保を図るための研修等の実施 訪問看護ステーションに関わる人材の育成を行うことで在宅医療の充実、促進を図る 25,108
6 在宅緩和ケア充実支援事業 在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討会議開催や郡市医師会とがん診療連携拠点病院等との連携体制構築 10,205
7 小児在宅医療推進事業 NICU等の患者の早期退院を促すため小児在宅医療の担い手を拡大するための研修の実施 8,364
8 在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援体制の整備 在宅歯科医療に関する相談及び受診調整 3,701
9 在宅医療の安全確保対策事業 複数人訪問費用補助、医療従事者向け研修の実施、患者・家族からの暴力・ハラスメント相談を受ける専用窓口の設置 17,332

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 1,542,123
10 看護師等養成所における教育内容の向上を図るための体制整備 看護師等養成所運営費の補助、実習施設の確保、実習指導者等への研修支援 655,396
11 離職防止を始めとする看護職員の確保対策の推進 病院内保育所運営費補助 225,421
12 休日・夜間の小児救急医療体制の整備 小児救急患者受入体制経費の補助 249,440
13 電話による小児患者の相談体制の整備 小児救急電話相談の実施 97,974
14 中核的医療機関機能維持・強化支援事業 寄附講座設置による地域医療提供体制の課題解決、大学病院等から地域の拠点病院への当直医派遣 94,798
15 新人看護職員の質の向上を図るための研修の実施 新人看護職員研修の実施、研修経費の補助 66,586
16 不足している診療科の医師確保支援 産科医等に対する手当の補助 61,000
17 看護職員の資質の向上を図るための研修の実施 認定看護師の資格取得支援・医療機関への補助 24,899
18 医療機関と連携した看護職員確保対策の推進 無料職業紹介・巡回就業相談会、再就業技術講習会開催 23,750
19 女性医師等の離職防止や再就業の促進 女性医師支援センターの運営、女性医師短時間雇用実施時の代替医師雇用促進 13,650
20 小児専門医等の確保のための研修の実施 小児救命救急医療を担う医師確保のための研修経費の補助 12,612
21 地域医療支援センターの運営 医師バンクの運営、高校生の志養成、若手医師の県内誘導・定着促進 10,914
22 勤務環境改善支援センターの運営 医療勤務環境改善支援センターの運営 2,904
23 看護職員の就労環境改善のための体制整備 多様な勤務形態導入のための研修会開催、就業環境改善アドバイザー派遣 1,494
24 救急や内科をはじめとする小児科以外の医師等を対象とした小児救急に関する研修の実施 小児科以外への医師を対象とした小児救急研修実施 1,285

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 28,728
25 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 労働時間短縮に向けた取組を行う医療機関を支援 28,728

合 計 2,147,914

（単位：千円）

令和５年度基金（医療分）計画（２）
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４【令和４年度】基金執行実績
 執行額

 主な事業

区分Ⅰ−１ 区分Ⅱ 区分Ⅳ 区分Ⅵ 総額
執行額 327,059 96,905 1,492,446 26,403 1,942,813

（単位：千円）

区分 基金事業名 事業概要 実績、基金活用額

Ⅰ 病床の機能分化・連
携を促進するための
基盤整備事業

地域医療構想実現のために、大幅に不足すると推計されてい
る回復期など埼玉県において必要とされる医療機能などを確
保するため、必要な施設・設備整備費用を補助する。

・補助病院 3病院
・126,065千円

Ⅰ
地域医療支援病院や
がん診療連携拠点病
院等の患者に対する
歯科保健医療の推進
事業

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対し、
全身と口腔機能の向上を図るため、病棟・外来に歯科医師及
び歯科衛生士を派遣し、患者の口腔管理などを行う。また、
病院内の地域医療連携室等に歯科衛生士を派遣し、退院時の
歯科診療所の紹介等を行うための運営費に対する支援を行う。

・病院や施設での口腔アセスメ
ント実施人数 4,644人
・121,998千円

Ⅱ 地域包括ケア推進の
ための在宅医療提供
体制充実支援事業

在宅医療提供体制の整備（人生の最終段階の医療・ケアに関
する事前意思表明書の作成や研修会の実施等）に対する補助
を行う。また、在宅医療を実施する医師を養成するための研
修を実施する。

・在宅医療提供体制の整備等に
関する経費補助（県医師会、30
郡市医師会）
・在宅医療を担う医師を養成す
る研修会 5回
・21,329千円

Ⅳ 中核的医療機関機能
維持・強化支援事業

大学医学部に寄附講座を設置し、地域医療提供体制の課題を
分析し解決を図る。また、大学病院等の小児科医などの医師
を地域の拠点病院に当直医として派遣し救急医療体制の強化
を図る。

・寄附講座 3講座
・医師派遣回数 301回
・87,913千円

（単位：千円）

令和４年度基金（医療分）実績（１）
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（単位：千円）
区
分 基金事業名 事業概要 実績、基金活用額

Ⅳ 休日・夜間の小児救急
医療体制の整備

小児二次救急医療体制の適正な運営確保のため、夜間・休日
に複数の病院が対応する小児救急輪番体制の運営及び小児救
急医療拠点病院の運営に対する補助を行う。

・小児救急輪番体制の運営
10地区

・小児救急医療拠点病院の運営
2施設

・239,624千円

Ⅳ 電話による小児患者の
相談体制の整備

子供の急な病気やけがに関して、２４時間３６５日対応可能
な小児救急電話相談を実施する。

・相談件数 115,821件
・96,102千円

Ⅳ 新人看護職員の質の向
上を図るための研修の
実施

新人看護職員研修ガイドラインに沿った新人看護職員研修の
普及促進と新人看護職員への合同研修の実施を行う。

・新人看護職員研修事業費補助
124施設

・合同研修 19回
・72,377千円

Ⅳ 看護師等養成所におけ
る教育内容の向上を図
るための体制整備

看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、専任教
員の配置や実習経費など養成所の運営に対する支援を行う。
また、専任教員の教授方法の研修や教育実践能力の向上を図
るための専任教員養成講習会を実施する。

・補助対象養成所の課程数
42課程

・専任教員養成講習会
受講者数 21人

・643,818千円

Ⅳ 離職防止を始めとする
看護職員の確保対策の
推進

子供を持つ医師、看護職員等の離職防止と復職を支援するた
め、保育施設を整備している病院等に対し、運営に係る経費
の補助を行う。

・補助対象施設 113施設
・222,394千円

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮
に向けた体制の整備に
関する事業

医師の時間外労働規制に向けた医療機関の支援策として、地
域医療において特別な役割があり、かつ長時間労働等の課題
がある医療機関に対し、必要な経費を補助する。

・補助医療機関 2病院
・26,403千円

令和４年度基金（医療分）実績（２）
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